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京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）高度地区の変更（ 京都市決定）  



京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画） 

高 度 地 区 の 変 更 （ 京 都 市 決 定 ） 

 
都市計画高度地区を次のように変更する。 
種類 面積 建築物の高さの最高限度 備考 

１０ｍ高度地区 約 3,583 ha 建築物の高さは，その最高限度を１０メ
ートル（階段室，昇降機塔，装飾塔，物見

塔，屋窓その他これらに類する建築物（以

下「塔屋等」という。）の屋上部分の水平

投影面積の合計が当該建築物の建築面積

の８分の１以内，かつ，その部分の高さが

３メートルを超える場合においては，１０

メートルからその部分の高さを差し引い

て得たものに３メートルを加えたものと

する。）とし，かつ，当該建築物の各部分

の高さは，当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に０．６を乗じて得たものに

５メートルを加えたもの以下とする。 

第一種低層住居

専用地域及び第

二種低層住居専

用地域の全部 

１２ｍ 
第１種高度地区 

約 387 ha 建築物の高さは，その最高限度を１２メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１２メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに７．５メ

ートルを加えたもの以下とする。 

第一種中高層住

居専用地域及び

第二種中高層住

居専用地域の各

一部 

１２ｍ 
第２種高度地区 

約 234 ha 建築物の高さは，その最高限度を１２メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１２メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに１０メー

トルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地域

及び第二種住居

地域の各一部 
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１２ｍ 
第３種高度地区 

約 63 ha 建築物の高さは，その最高限度を１２メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１２メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に１．２５を乗じて得たものに１０メ

ートルを加えたもの以下とする。 

近隣商業地域及

び準工業地域の

各一部 

１２ｍ 
第４種高度地区 

約 74 ha 建築物の高さは，その最高限度を１２メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１２メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

する。 

近隣商業地域及

び商業地域の各

一部 

１５ｍ 
第１種高度地区 

約 1,968 ha 建築物の高さは，その最高限度を１５メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１５メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに７．５メ

ートルを加えたもの以下とする。 

第一種中高層住

居専用地域，第

二種中高層住居

専用地域及び第

二種住居地域の

各一部 

１５ｍ 
第２種高度地区 

約 1,364 ha 建築物の高さは，その最高限度を１５メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１５メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに１０メー

トルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地

域，第二種住居

地域及び準住居

地域の各一部 



１５ｍ 
第３種高度地区 

約 908 ha 建築物の高さは，その最高限度を１５メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１５メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に１．２５を乗じて得たものに１０メ

ートルを加えたもの以下とする。 

近隣商業地域及

び準工業地域の

各一部 

１５ｍ 
第４種高度地区 

約 455 ha 建築物の高さは，その最高限度を１５メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，１５メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

する。 

近隣商業地域，

商業地域，準工

業地域及び工業

地域の各一部 

２０ｍ 
第１種高度地区 

約 882 ha 建築物の高さは，その最高限度を２０メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，２０メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに７．５メ

ートルを加えたもの以下とする。 

第一種中高層住

居専用地域及び

第二種中高層住

居専用地域の各

一部 

２０ｍ 
第２種高度地区 

約 1,543 ha 建築物の高さは，その最高限度を２０メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，２０メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に０．６を乗じて得たものに１０メー

トルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地

域，第二種住居

地域及び準住居

地域の各一部 



２０ｍ 
第３種高度地区 

約 1,143 ha 建築物の高さは，その最高限度を２０メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，２０メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

し，かつ，当該建築物の各部分の高さは，

当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離に１．２５を乗じて得たものに１０メ

ートルを加えたもの以下とする。 

近隣商業地域及

び準工業地域の

各一部 

２０ｍ 
第４種高度地区 

約 650  ha 建築物の高さは，その最高限度を２０メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，２０メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

する。 

近隣商業地域，

商業地域，準工

業地域及び工業

地域の各一部 

２０ｍ 
第５種高度地区 

約 762 ha 建築物の高さは，その最高限度を２０メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが３メート

ルを超える場合においては，２０メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに３メートルを加えたものとする。）と

する。 
ただし，工場，事務所又は研究施設（以

下「工場等」という。）の用途にのみ供す

る建築物の高さは，その最高限度を３１メ

ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが４メート

ルを超える場合においては，３１メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに４メートルを加えたものとする。）と

する。 
 

工業専用地域の

全部及び工業地

域の一部 

２５ｍ高度地区 
 

約 96 ha 建築物の高さは，その最高限度を２５メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが４メート

ルを超える場合においては，２５メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに４メートルを加えたものとする。）と

する。 

商業地域の一部



３１ｍ高度地区 約 394 ha 建築物の高さは，その最高限度を３１メ
ートル（塔屋等の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の

１以内，かつ，その部分の高さが４メート

ルを超える場合においては，３１メートル

からその部分の高さを差し引いて得たも

のに４メートルを加えたものとする。）と

する。 

近隣商業地域，

商業地域及び準

工業地域の各一

部 

 
 



 
（制限の緩和） 

１ 北側斜線制限（本計画書に定める北側の前面道路又は隣地との関係についての建築物の各部

分の高さの制限。以下同じ。）については，建築基準法施行令（以下「建基法施行令」という。）

第１３５条の４を準用する。 

２ 建築基準法（以下「建基法」という。）第８６条第１項，同条第２項若しくは同法第８６条の

２第１項の規定による認定を受けたもの又は同法第８６条第３項，同条第４項，同法第８６条

の２第２項若しくは同条第３項の規定による許可を受けたものについては，これらの建築物は

同一敷地内にあるものとみなす。 

３ 敷地が２以上の高度地区にまたがる場合，それぞれの高度地区の境界（以下「高度地区界」

という。）において，高度地区界より北側の敷地の部分に対する北側斜線制限の数値が，当該高

度地区より南側の敷地の部分に対する北側斜線制限の数値より大きい場合においては，敷地の

全部が当該高度地区界より北側にあるものとみなし，北側斜線制限を適用する。 

４ １２ｍ高度地区において，軒の高さが１２メートル以下，塔屋等の地盤面からの高さが１５

メートル以下，かつ，こう配屋根（１０分の３から１０分の４．５までの傾きをもつ，切妻，

寄棟，入母屋その他これらに類する屋根をいう。以下同じ。）を有する建築物（都市計画法（以

下「都計法」という。）第８条第１項第６号に規定する景観地区のうち，歴史遺産型美観地区内

の建築物を除く。）については，北側斜線制限を除き，建築物の高さの最高限度は１５メートル

とする。 

５ １５ｍ高度地区において，軒の高さが１５メートル以下，塔屋等の地盤面からの高さが１８

メートル以下，かつ，こう配屋根を有する建築物（都計法第８条第１項第６号に規定する景観

地区のうち，歴史遺産型美観地区内の建築物を除く。）については，北側斜線制限を除き，建築

物の高さの最高限度は１８メートルとする。 

６ ２０ｍ第５種高度地区において，市長が工業の利便の増進に資するものとして認めた建築物

は工場等とみなす。 

 

（適用除外） 

１ １０ｍ高度地区，１２ｍ第１種高度地区，１５ｍ第１種高度地区又は２０ｍ第１種高度地区

内の建築物で次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものについては，本計画書の北側斜

線制限は適用しない。 

（１）地階を除く階数が２以下の建築物で，軒の高さが６．５メートル以下，かつ，建築物の高

さが１０メ－トル以下でこう配屋根を有するもの 

（２）建築物の高さが６．５メートル以下のもの 

２ 次に掲げる建築物については，本計画書の規定を適用しない。 

（１）建基法第５５条第２項の規定に基づく認定を受けたもの 

（２）都計法第１２条の４第１項第１号に規定する地区計画の区域のうち，同法第１２条の５第

３項に規定する再開発等促進区内にあり，かつ，同条第２項第３号に規定する地区整備計画

において，壁面の位置の制限及び建築物等の高さの最高限度が定められている区域内の建築

物で，当該地区計画の内容に適合するもの 

（３）都計法第１２条の４第１項第１号に規定する地区計画の区域のうち，同法第１２条の５第

２項第３号に規定する地区整備計画において，次に掲げるアからエまでの全ての制限が定め

られている区域内の建築物で，当該地区計画の内容に適合するもの 

 ア 建築物等の用途の制限 

 イ 壁面の位置の制限 



 ウ 建築物等の高さの最高限度 

 エ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

（４）名神高速道路以南，国道１号線以東，宇治川以北，近鉄京都線以西，かつ，東高瀬川以西

の地域において，３１ｍ高度地区にあり，敷地面積が１，０００平方メートル以上，かつ，

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から前面道路（前面道路が２以上あるときは，その幅

員の最大のものをいう。）の境界線までの距離が５メートル以上の建築物（建基法施行令第

１３０条の１２に定める建築物の部分を除く。） 

（５）高度地区に関する都市計画の決定又は変更の際現に存する建築物又は現に建築の工事中の

建築物で，当該都市計画において定められた内容に適合しない部分（以下「不適格部分」と

いう。）を有する建築物で，次のア，イ又はウのいずれかに該当するもの 

ただし，高度地区に関する都市計画の決定又は変更の際，当該決定又は変更後の都市計画

において定められた内容に相当する従前の都市計画において定められた内容に違反してい

る建築物については，この規定は適用しない。 

ア 昇降機等の増築で，市長が，高齢者，障害者等が円滑に利用するためのものと認める

もの 

イ 塔屋等の屋上部分の高さが３メートル（２５ｍ高度地区及び３１ｍ高度地区にあって

は４メートル。）を超え，かつ，当該塔屋等が存しないとした場合の建築物の高さが，本

計画書に定める建築物の高さの最高限度以下である建築物の増築（新たに不適格部分を

生じさせる場合を除く。） 

ウ 建築物の高さが北側斜線制限（高度地区の種類の変更によるものを除く。）にのみ適合

しない建築物の増築（新たに不適格部分を生じさせる場合を除く。） 

 

（許可による特例） 

１ 次の各号のいずれかに該当する建築物で，市長が，当該建築物が存する地域の良好な景観の

形成及び周囲の市街地の環境に支障がないと認めて許可したものは，その許可の範囲内におい

て，本計画書の規定による建築物の高さの最高限度を超えることができる。  

（１）優れた形態及び意匠を有し，土地利用，建築物の位置，規模及び各部分の高さ等について

総合的に配慮がなされていることにより，当該地域又は都市全体の景観の向上に資するもの

（２）学校，病院その他の公共，公益上必要な施設で，当該地域の景観に配慮し，かつ，その機

能の確保を図るうえで必要なもの 

（３）良好な沿道景観の形成に資するもの（北側斜線制限以外は本計画書の規定による高さの最

高限度を超えない場合に限る。） 

（４）不適格部分を有する建築物又は変更前の本計画書に規定された特例許可を受けた建築物の

増築（新たに不適格部分を生じさせず，用途上又は構造上やむを得ないもの） 

ただし，高度地区に関する都市計画の決定又は変更の際，当該決定又は変更後の都市計画

において定められた内容に相当する従前の都市計画において定められた内容に違反してい

る建築物については，この規定は適用しない。 

（５）災害対策その他これに類する理由により緊急に建替えを行う必要があるもの 

２ 市長は，上記１の許可を行うに当たっては，良好な景観の保全，形成又は市街地の環境の整

備改善を図る観点から，必要な範囲において条件を付することができる。 

（備考） 

 本計画書において使用する用語は，別に定めるもののほか，建基法及び建基法施行令において

使用する用語の例による。 
 



「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
理 由 

 
 本都市計画は，都市全体の景観形成に大きな影響を及ぼす高さの制限について，都市や地域の

拠点，学術研究地区等の都市に必要な機能等の土地利用に配慮しつつ，三方の山並みや京町家等

の伝統的な建物との調和を図り，地域の景観特性に応じたきめ細やかな規制を行うために，高度

地区の変更を行うものである。 




